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 第２章では、２つの研究を実施した。研究１では、大学生 233 名（男性 155 名、女性 78 名；平均年齢 19.69 歳（SD
＝1.90）を対象にして、集団内葛藤への対処行動を測定する尺度を作成した。その結果、Van de Vliert（1994）によ
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る葛藤対処行動研究のメタ分類と一致する「能動性」と「同意性」因子が得られた。研究２では、日本企業の従業員















較により検討した。アメリカの大学で心理学の授業を受講する、アメリカ国籍の学生 128 名（男性 38 名、女性 87
名、不明３名、平均年齢 20.98 歳、SD＝3.84）と、日本の大学で心理学の授業を受講する日本国籍の学生 100 名（男



















連、2）他メンバーからの評価、3）実際の知覚される葛藤低減度 の３側面から検討を行った。大学生 68 名（男性
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示されてきたモデルが適用できるかという点も、更なる検討すべき課題であった。 
 そこで、申請者は、集団内葛藤を 1）意見やアイデアの違いから生じる課題葛藤、2）価値観やパーソナリティの不
一致から生じる関係葛藤、3）相互作用終了時に残存する、潜在的な課題葛藤 の３種類に分類し、かつ、葛藤自体
に、機能的側面と機能不全的側面を説明する要素が含まれていると考えた。そして、課題葛藤と関係葛藤への対処行
動が異なることで、パフォーマンスの向上もしくは低下が生じる可能性を想定し、そのプロセスを明らかにすること
を目的としている。 
 具体的には、 
 1）日本人における関係葛藤と課題葛藤の弁別可能性、 
 2）日本人にとって困難な葛藤状況の把握、 
 3）関係葛藤を高める先行要因の検討、 
 4）集団意思決定場面における潜在的課題葛藤の影響の検討、 
 5）適切な集団内葛藤対処行動に関する多面的評価について、それぞれ実験、調査（日米の比較を含む）を行い、
結果を得ている。 
 得られた主要な結果は、 
 1）日本人は課題葛藤と関係葛藤を弁別するが、関係葛藤に対しては非常に敏感に反応し、回避的な対処行動を選
択する。 
 2）正しい意思決定を行うために必要な影響力に差がある集団では、関係葛藤が高く知覚される。 
 3）意思決定終了時の潜在的な課題葛藤は、相互作用に対する満足感や集団への帰属意識を低下させる。 
 4）能動的で同意的な葛藤対処行動は、他メンバーからの印象も良く、加えて集団への帰属意識や満足感、達成感
も高める一方で、回避的な対処行動の選択は集団への帰属意識や満足感を低下させる。 
というようなものであった。 
 このような結果を踏まえ、申請者は集団内葛藤プロセスモデルの提示を試みた。このモデルでは、葛藤の機能的側
面、機能不全的側面が明確になり、集団メンバーの働きかけである対処行動との関連についても精緻化されている。
ただし、今後は本研究で扱った以外にも、集団外から与えられる様々な要因を考慮した検討を加えることにより、本
論文の成果の更なる一般化を進める必要がある。 
 本論文で得られた結果は、有効な対処行動の獲得といった側面から、コミュニケーションスキルの向上に関する分
野へと応用することができる。また、得られた成果や申請者による綿密な研究展開から、今後の集団内葛藤研究に大
きな貢献をおこなえるものと考えられる。調査、実験等の多様なデータ収集や理論的発展に関するバランスの取れた
研究展開、さらに、調査対象者に対するフィードバックに見られるような真摯な研究姿勢をも含め、博士（人間科学）
の学位授与に十分に値するものであると判定された。 
